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東日本大震災により被災した国民健康保険直営診療施設に係る 

国民健康保険調整交付金（へき地直営診療所運営費）の取扱いについて 

 

 

今般の東日本大震災（以下「震災」という。）により被災した国民健康保険直営診療施

設（以下「施設」という。）に係る国民健康保険調整交付金（へき地直営診療所運営費）に

ついては、下記のとおり取り扱うこととするので、貴管内保険者へ周知方よろしくお願い

します。 

 

 

記 

 

１ 国民健康保険の調整交付金（へき地直営診療所運営費）では、国民健康保険の調整交 

付金の交付額の算定に関する省令（昭和38年３月23日厚生省令第10号）第６条第11 

項に該当する診療所（以下「へき地診療所」という。）について、医師等の人件費も含 

めた診療所の運営費の赤字額に対して助成を行っているところであるが、震災により新 

たに人件費等が増加した場合であっても対象になること。 

 

２ 今般の震災により、当該施設が仮設診療所として移転したため、当該施設からおおむ 

ね４キロメートルの区域内に他の医療機関がない等のへき地診療所の要件に該当しな

くなった場合であっても、一時的なものであるため、引き続き調整交付金の交付対象と

して取り扱うこととすること。 

 

３ 震災後、近隣の医療機関が休廃止したことにより、新たにへき地診療所の要件に該当 

することになった施設については、当該医療機関が再開するまでの間、同交付金の対象

となること。 

 


